






























（Vereinbarkeit von Familie und Beruf）という言葉が用いられている。WLBと異な
り、「家族」が明記されており、単身者を考慮しない印象を与えるため、労働



















点で 8200 万人である人口も 2050 年には 6500 ～ 7000 万人まで減少し、就業











90 年代からの取り組みがあった。EU では 1999 年にジェンダー・メインスト
リームが基本原則に加えられ、2000 年のリスボン戦略では EU 全体の女性就業
率目標が 60 ％に、2002 年バルセロナ欧州理事会では 3 歳以下の子どもの託児







































ると、北欧諸国が 70 ％以上であるのに対し、ドイツは 59.6 ％に過ぎない（日
本は 58.1 ％）。またパートタイム就労が多い。2005 年にはパートタイム就労者
のうち 81.4 ％が女性であり、OECD 諸国ではオーストリア、スイスについで
三番目に高く、女性就労者のうち 39.4% がパートタイム就労を行っている。な
お日本は 42.3％である（Eichhorst et al 2007, S.20-21）。
これは男女の賃金格差に反映される。2007 年のドイツの平均女性賃金は男
性の 76.3 ％であり、スウェーデン 89.5 ％、イギリス 83.1 ％、アメリカ
80.2 ％に比べ低い。日本は 66.9 ％である（労働研究・研修機構『データブッ
ク国際労働比較 2009』、p.181）。
また就労に関する希望と実態とのズレをみると、やむをえず専業主婦になっ
ている状況が見て取れる（Eichhorst et al 2007, S.40）。表１は、5 歳以下の子ど
もを持つ世帯での母親の就労形態の希望と実態について、いくつかの国の状況
を示したものである。ドイツでは、男女ともにフルタイム就労を希望する世帯
は 21.4 ％に対し、実際は 10.1 ％であり、男性フルタイム／女性パートタイム











たとえば、2005 年のデータによると、3 歳以下の乳幼児の受け入れは 9 ％
（フランス 39 ％、デンマーク 55 ％、スウェーデン 40 ％）、4 歳以上の幼稚園
の受け入れは 73 ％（同 87 ％、90 ％、72 ％）である。特に乳幼児は母親がつ
きっきりで世話をすることを理想とする考えが根強く、育児施設の整備が放置















らに大きい（OECD Employment Outlook 2001, p.136, Table 4.3）。３つの就労形態の希
望が、それぞれ 32.0 ％、42.9%、5.7% であるのに対し、実態は 15.7 ％、23.1 ％、







である。こうして 2006 年の家族省第 7 次家族報告書では、「幅広い選択可能性
を伴った、時間・金銭・育児インフラの三つの調和」（Dreiklang aus Zeit, Geld









毎月 154 ユーロ（1 ユーロ＝ 110 円として約 1 万円 7000 円）、第 4 子以降は






年 2 月に連邦家族省が発表した 3 歳未満の育児受け入れ数の 3 倍化計画であ






もう一つは、2007 年 1 月に育児手当に代わって導入された両親手当
（Elterngeld）である。従来の育児手当は、所得と無関係に毎月 300 ユーロが 2
年間支給されていた。また高所得者は減額支給され、就労インセンティヴを弱
めるものであった。これに代わる新しい制度では、最終所得の 67 ％（上限









たことは確かであろう。実際に、導入前の 2006 年に 3.5 ％であった男性の育






































ーの結集が呼びかけられた。2008 年 7 月時点で全国で 500 以上の地域同盟が




































































2003 年調査（Flüter-Hoffmann 2003）は 1 万企業へのアンケート（回収 878 社、









2003 年には、約 4 分の３の企業が何らかの WLB 措置をとっていた。これを
４つの分野に分けて見たものが表２である。「労働時間の柔軟化、テレワーク」






性を感じない（４つの分野で 67 ～ 71 ％）、②従業員から要求されない（労働
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時間柔軟化で 36 ％、残り３つの分野で 50 ％前後）、③事業所の課題ではない
（25 ～ 30 ％）、④コスト、組織的負担（10 ～ 12 ％）となっている。導入・非
導入ともにコスト要因の比重は大きくなく、むしろ事業所における要求表出の
有無が大きなポイントとなっているようである。
これを 3 年後の 2006 年に行った調査結果と比較し、実施状況と経営者の意
識の変化を見てみる。まず、表２からは、４つの分野すべてで実施率が高まっ
ていることが確認できる。導入していない企業は、2003 年の 19.6 ％から
4.8 ％へと大幅に減少した。また経営者の意識も大きく変わった。「家族への配
慮」について、「企業にとって重要」という回答が 46.5 ％から 71.7 ％へ、「従







































にしている事例がある（産業分野により 1 日から 5 日）。さらに無給でより長
期の介護休職を認めている労働協約や事業所協定もある（バイエルン小売業、

























て重要な手段と考えている。2005 年 12 月アレンスバッハ世論調査研究所によ
り実施された、就労者に対して制度の「家族に優しい」寄与度を尋ねた調査に
よると、労働時間の柔軟化が 83 ％、次いで就労復帰支援（休職中の教育訓練
を含む）が 67 ％、在宅勤務 52 ％、企業内託児施設 51 ％、パートタイム就労
51 ％という順番になっている（Flüter-Hoffmann 2006）。また金属・電機産業の
労働者へのアンケート調査でも、3分の 2が労働時間の柔軟化が最重要と答え、
























望」が男性では 77 ％、女性では 54 ％、「ちょうどよい」が男性で 19 ％、女
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性 22 ％、「延長希望」が男性で 4 ％、女性で 24 ％となっており、全体として
短縮を希望する状況が見て取れる。具体的には、男性で実労働 44.3 時間に対
































員会の 3 分の 1 のみが WLB に取り組んでいる。また労働者の 78 ％が従業員
代表委員会のある事業所で働いているが、WLB の事業所協定のある事業所で
















うやく 2007 年 6 月の「家族と仕事の両立を作り上げよう Vereinbarkeit von
Familie und Beruf gestalten」からであった。こうした遅れと受け身の姿勢には４
つの背景が考えられる（Dettling 2004, Klenner 2004/2006b/2007b）。
一つは、労働組合にとってフルタイムの男性基幹労働者がモデルとなってお
り、家族観が男性稼ぎ主モデルであったことである。「土曜日のパパは僕のも
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